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総務政策常任委員会海外調査報告書 

 

 

  令和元年８月２６日（月）から２９日（木）まで、「県行政の総合的企画に関する

事項」、「ヘルスケア・ニューフロンティアの総合的企画、調整及び推進に関する事項」

及び「情報化に関する事項」について調査を実施したところ、その概要は次のとおり

でした。 

 

 

 

 

 

 

  神奈川県議会議長    梅 沢 裕 之 殿 

 

 

                総務政策常任委員会    委 員 長       加 藤 元 弥 
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１ 調査の概要 

(1) 調査箇所 盒马鲜生(フーマーマーケット)十里堡店、ＪＥＴＲＯ北京事務所、 

中関村サイエンスパーク(ソフトウエアパーク)、北京博実聯創科技

有限公司、上海市(経済情報化委員会)、上海環球金融中心（森大厦

(上海)有限公司）、在上海日本国総領事館 

(2) 出席委員 加藤(元)委員長、佐々木(正)副委員長、 

田中(信)、芥川、髙橋(栄）、嶋村、森、青山、楠の各委員 

(3) 調 査 日 令和元年８月26日(月) から29日(木) まで 

 

２ 盒马鲜生(フーマーマーケット)十里堡店 

(1) 調査目的 

盒马鲜生(フーマーマーケット)は、世界最大のＥコマース企業のアリババが出  

資するショッピングモールであり、ここではＡＩやビックデータを活用し、積極 

的なキャッシュレス化など多様なサービスを展開している。 

 本県でも、業務の効率化や県民サービスの向上のため、ＩＣＴを活用したキャ 

ッシュレス化を進めており、このような世界的にも先進的な取り組みを調査する 

ことにより、今後の本県の各施策の推進に係る委員会審査の参考に資する。 

(2) 主な説明事項 

   ア 総括説明 

盒马鲜生は大手ＩＴ企業のアリババグループが運営するスーパーで、ビッグ 

   データやＡＩなどのテクノロジーを活用し、実店舗での販売とインターネット   

   販売の両面により消費者に新たな利便性をもたらすニューリテールというサ 

   ービスを提供している。販売の95％が食品、５％が日用品という食品特化型の   

   スーパーである。 

  新鮮な生鮮食品を世界30カ国から調達し、実店舗において、目で見える形で

良質な商品提供を行い、さらに店舗内で購入した商品を調理、飲食できるサー

ビスを提供する。 

さらに、そうした良質な商品をインターネットで迅速に販売するための店舗

内物流システム（人と設備機械による店舗内の商品集荷）や商品配送システム

を確立し、店舗半径３キロメートル以内であれば30分以内に商品を無料で配送

するサービスを提供しており、売上高もこちらの方が高い。 

  また、ビッグデータやＡＩによる予測管理により、効率的な商品仕入れや在

庫管理、配送ルート検索などを行っている。 

  2015年の設立後、既に中国21都市に188の店舗があり、今回訪問した十里堡

店は北京の旗艦店で、商業ビルの地下１階にあり、売り場面積は１万平方メー

トルある（通常店は3,000～5,000平方メートル）。また、他店との異なり、レ 

  ストランを併設している。 

    イ 個別説明 
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     (ｱ) 店舗内物流・商品配送システム関連 

  システムの例を挙げると、例えば、海鮮エビとフルーツの２種類の場合、

売り場の収集担当はオーダー専用アプリを見て、専用カバン（それぞれにユ

ニークなコードが設定）にこの２種類の商品を入れ、天井のレールにつなが

るクレーンに乗せ、それが後方の倉庫の配送担当者のカウンターに商品が届

けられる。したがって、配送担当者が全てのアイテムから探す必要がなく、

商品は基本５分以内で集められ、30分以内で届けることができる。さらに、

配送担当者に対しては、配達ルートが最短距離で行かれるよう、専用アプリ

が指示し、バイクで20分以内に行かれるようになっている。 

  配達チームは二つあり、定時で働くチームと、昼夕食時はオーダーがふえ

るのでアルバイト要員も加わる。 

   （ｲ) その他サービスや食品ロス対策等 

    返品に対しても便利なシステム化を構築しており、例えば、リンゴを二つ

買い一つ食べて酸っぱいので返したい場合、スーパー側でアイテムを確認し、

そのとおり(酸っぱい)だと、返品を待たず、その場でアプリから返金する。 

  関連サービスとして、お手伝いサービス（いわゆる家政婦のかわり）の受

付を店舗内に設置し、こちらも半径３キロメートル以内まで家庭サービスを

実施している。 

  商品はビックデータを活用し、２カ月に一度、入れかえる。したがって商

品のロスはとても少ない。また、残った食材は、レストランの食材として活

用する場合もある。 

     社員並びに会員は、夕方以降、売れ残り野菜や消費期限近くの商品がある 

    場合は、一定数を無償でもらうことができる。そのシステムとして持って帰 

    れるコーナーがある。その受け取り手続としては、会員コードを入力するか、    

    顔認証で受け取りが可能である。ちなみに、会員になるには、年間費が218  

    人民元かかる。そして、会員側も無償で受け取った商品の累積額がわかるよ 

    うになっている（その受領額や実際のキャッシュレス決済を実際に実演）。 

     日本からの輸入も多く、商品の10％は日本からで、価格もそれほど高くな   

    い。 

 (3) 主な質疑応答 

 質  疑   スーパー内やインターネット配送における人員について、現在及び 

         将来の人手不足はないのか。 

 応 答  現在、スーパー内で働く人は基本的に正社員で、繁忙期はアルバイ 

トを雇っている。配達人の人員も不足していない。今のシステムで完    

成ということではなく、将来的な人手不足に合わせて自動化システム 

の発展や自動運転の普及が見込まれており、そうした技術進歩により 

当スーパーも進化していくことを想定している。 

質 疑   配達にかかる手数料はどの程度か。 
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応 答   一回目は無料で、２回目以降は配送料あり。 

 (※ 上記以外の質疑は、施設見学中に随時行われた。) 

  

   

 

(4) 調査結果 

 世界最大のＥコマース企業のアリババが出資するショッピングモールである 

盒马鲜生(フーマーマーケット)では、店頭販売だけでなくオンライン化された商 

品配送を展開し、ＡＩやビックデータを活用した、販売戦略を行うとともに、積 

極的なキャッシュレス化など多様なサービスを展開している。 

本県でも、業務の効率化や県民サービスの向上のため、ＩＣＴを活用したキャ 

ッシュレス化を進めており、このような世界的にも先進的な取り組みを調査する 

ことにより、今後の本県施策の推進に係る委員会審査の参考に資することができ 

た。 

 

 



6  

３ ＪＥＴＲＯ北京事務所 

 (1) 調査目的 

 ＪＥＴＲＯは、その地域の特性に応じ、対日投資の推進や中小企業の海外進出  

など日本経済の促進支援を目的に、国内外の豊富なネットワークも生かして各事 

業を実施している。 

 本県でも、中華人民共和国における本県企業の進出など、総合的支援を実施し 

ていることから、ＪＥＴＲＯにおける事業の取り組み等を調査することにより、 

今後の本県の各施策の推進に係る委員会審査の参考に資する。 

 (2) 主な説明事項 

   ア  所長説明   

     中国は経済成長率10％超の時代から段階を経て、現在は６％台のニューノー 

     マル（新常態）へ移行している。米中貿易摩擦は中国製品の米国輸出を阻害す 

   るだけでなく、世界経済の閉塞を招いている。中国は元安誘導により切り抜け

ようとしているが、苦しい状況が続いている。 

   一方、中国では盒马鲜生のような新しいサービスが多く生まれている。特に

北京ではＡＩ関連の起業が盛んであり、皆さんがあす訪問する中関村ソフトウ

エアパークにもそうした企業が多くある。 

   日本、中国それぞれに長所、短所があり、委員の皆様にはそうした違いや現

実を直接見ていただき、今後の政策につなげていただければと思う。 

  イ 部長説明 

 次の三つの視点から説明が行われた。 

    （ｱ）中国の政治経済動向 

      2019年の経済目標（実質ＧＤＰ成長率、貿易総額、消費者物価指数等）は、  

    安定と発展の質の向上を重視する目標となっている。 

  （ｲ）日系企業の中国でのビジネス動向 

    ・サービス業は小売りを初め、多様な業態で進出（吉野家、イオン、ローソ 

    ン、コメダ、良品計画等） 

    ・医療ヘルスケア分野や医薬品関係では工場の増設が目立つ（ニチイ学館、 

     ツムラ、ニプロ、小林製薬等）  

 (ｳ）米中摩擦の影響 

 ・通称問題は覇権争いの一部 

 ・外商投資法の成立など、外資に対する法整備が進展等 

 (3) 主な質疑応答 

 質  疑  近年、日本の中小企業などの中国進出は難しくなっていると思うが、 

         今後はどのような企業や業種の中国進出がマッチングしやすい、ある 

     いは推奨できるか。 

   応 答  高齢者及び介護産業は、中国政府も積極的に受け入れを進めている。   

       介護施設については2013年から外国企業でも設置できるようになり、 
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       既に20施設以上の日系介護施設が開設された。ＪＥＴＲＯでも中国政 

       府と協力し、日中高齢者産業交流会を毎年各地で十数回開催するなど、 

       取り組みを進めている。 

        一方、中国では大規模な施設開発や設備導入の話が挙がり、日本は 

       小規模で目の届く範囲での規模の傾向とは異なり日本企業にマッチ   

       しないケースがよく見られる。 

        また、中国は日本の介護保険のような国レベルのものはなく、地方 

       の状況に応じた制度となっているが、ハード、ソフト各分野への補助    

       範囲が広くなれば、よりよいサービス向上のため、日本企業の進出は 

       しやすくなるのではないか。 

質 疑     中国の場合、大家族での生活形態を感じている。一方、日本は核家 

         族化や一人暮らしの増加でのサービスが多くそこへのサービスを進 

         めているが、近年中国でも核家族化など変化が生じているのか。 

応 答     中国の家族は大家族中心だが、近年は共働き家族の増加等により、 

     高齢者の介護などが必要になってきている。 

質 疑   オープンイノベーションの発展段階で、ネット社会による変化、キ 

         ャッシュレスや５Ｇなど、新たなサービスによる社会課題の解決につ 

         いて、中国が先頭を切って進んでいくように思われるが、意見を伺い 

         たい。 

応 答     中国は社会実装が得意な国であり、例えば、シェア自転車の普及に 

       より渋滞や交通環境の改善などを迅速に図ってきた。中国は企業が国    

       に先んじて新たなサービスを提供し、それに対して投資家がサポート 

       し、制度は後から整備する形で、社会全体がサンドボックスとして機 

       能している。一方、日本や先進国は中国的な緩やかさがないため、ま 

       ずは制度や規制づくりに時間がかかり、それができて、認可を得てか   

       ら業態が始まる。 

        ただし、課題の解決がおさまり制度も整備されると、また新たな課 

       題を生むこと（例えば、近年流行っているシェア自転車で言えば、競 

       争過多による企業破綻、放置自転車問題など）もある。日本と中国の 

       それぞれに長所と短所がある。 

質 疑     県内には三つの特区制度があるが、日本で規制緩和を行っても、社 

       会実装が進む中国にはかなわないと思うか。 

応 答   一例として、日本で製品、サービスの技術開発を行い、中国で社会 

       会実装（実証実験等）を行い、その結果を日本に持ち帰る、いわゆる

リバースイノベーションが今後の日中間のビジネスとして可能性が

あると思われる。 
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(4) 調査結果 

ＪＥＴＲＯは、その地域の特性に応じ、対日投資の推進や中小企業の海外進出 

など日本経済の促進支援を目的に、国内外の豊富なネットワークも生かし各事業 

を実施している。 

  本県でも、中華人民共和国における本県企業の進出など総合的支援を実施して  

いることから、ＪＥＴＲＯにおける事業の取り組み等を調査することにより、今 

後の県の各施策に係る委員会審査の参考に資することができた。 
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４ 中関村サイエンスパーク(ソフトウエアパーク) 

(1) 調査目的 

  中関村サイエンスパークは、中国初の国家ハイテク産業開発区として大きな成

功をおさめ、中国のシリコンバレーと言われており、パーク内には、約300社の

ＡＩやクラウド企業等が入居し、多数集積しているソフトウエアパーク初め、10

のサブパークが設定されている。 

本県でも、ＩＣＴ・データ利活用推進計画を作成するなど、さらなる情報化の 

推進に取り組んでいることから、中華人民共和国での当パークにおける取り組み

を調査することにより、今後の本県の情報化の推進に係る委員会審査の参考に資

する。 

(2) 主な説明事項 

・中関村サイエンスパークは、1988年に初の国家ハイテク産業開発区として成

立した。ソフトウエアパークは、サイエンスパークのソフトウェア関連施設

として2000年に設立され、現在、サイエンスパークを構成している16の科技

圏（それぞれネーミングされている）の一部として、また、国家級のソフト

ウエアパークの一つとなっている。 

・中関村サイエンスパーク内には、ほかにバイオ集積基地や最近はアニメーシ 

ョン基地なども整備されている。 

・中関村サイエンスパークの発展には、近郊にある北京大学、清華大学、中国 

 科学院などの存在が中心的な役割を果たした。 

・ソフトウエアパークの状況として、規模は約450ヘクタール、近年の年間売 

上は約2,560億人民元で利益は約263億人民元である。また、パーク内は電動 

カートで移動するなど、環境面も配慮している。 

・ソフトウエアパークには、現在678企業が入居しているが、大手企業は50社

程度（レノボ、ＩＢＭ、百度、テンセント等）で、主は中小企業である。 

・ソフトウエアパークでは、インキュベーター機能が重視され、起業支援ほか

各種サポートがされている。また、パーク内ではモノの生産はせず、研究開

発に特化した施設のみ設置が可能で、パーク内でビックデータの蓄積もされ

ている。 

・パーク内で働く従業員の平均年齢は29歳、平均年収は17万元（約255万円）  

 と若く優秀な従業員が多く働いている。 

 (3) 主な質疑応答 

質 疑  ソフトウエアパーク入居に関する条件は何か。また、社屋の建築デ

ザインは自由に行えるのか。 

応 答  入居条件はＡＩやビッグデータ等の研究開発を行うＩＴ関連の企

業であること。それ以上の特別の条件はなく、外資系企業でも入居は 

は可能である。 

社屋の建設については、パーク内の土地を運営会社から購入（リー
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ス）すれば、建築デザイン（意匠）は自由である。ちなみに、パーク 

として設置した施設は七つのみである。 

 (※ 上記以外の質疑は、施設見学中に随時行われた。) 

  

 

(4) 調査結果 

中間村サイエンスパーク（ソフトウエアパーク）では、ＡＩやビックデータ等 

の研究開発を行う世界を代表するＩＴ関連企業が集積し、研究開発だけでなく、

中小企業におけるインキュベーター機能や起業支援等に、多彩で積極的な支援を

展開している。 

以上のように、ソフトウエアパークの成立から現在に至る整備内容、インキュ 

ベート機能重視による起業支援等の多様な支援内容など、取組状況を調査したこ 

とにより、本県における情報化の推進に関する委員会審査の参考に資することが 

できた。 
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５ 北京博実聯創科技有限公司 

(1) 調査目的 

北京博実聯創科技有限公司は、日本留学、日本企業勤務経験者が立ち上げた企

業で、高齢者の見守りシステム等に利用される、心拍数で睡眠状況を図るセンサ

ー（ＩｏＴ）や睡眠時データのクラウド化によるアラームシステムなどの開発を

行っている。11の特許技術、29のソフトウェア著作権を所有している。 

本県では、ヘルスケア・ニューフロンティアの分野においてもＩＣＴを積極的

に活用し、県民の健康増進を進めていることから、このパーク内における先進的

企業の取り組みを調査することにより、今後の委員会審査の参考に資する。 

(2) 主な説明事項 

・中関村ソフトウェアパークのインキュベーションエリアに入居する中国企業 

である。 

・代表者は日本の法政大学に留学そして日本企業の勤務経験があり、日本で学

んだ技術等をもとに、2011年に中関村ソフトウェアパークで会社を立ち上げ、

2015年に製品化している。日本のセンサー技術と中国のＡＩなどＩＴ技術を

組み合わせた高齢者向け睡眠時見守りセンサーが主力製品で、呼吸や脈だけ

でなく、日々の血管年齢も計測できるのが当社製品の強みである。 

・現在の年商は3,000万人民元（約４億5,000万円）、開発したＳＬＥＥＰＣＡ

ＲＥ遠隔見守支援システムの中国国内でのビジネス展開は、現在125施設（老

人ホームが約８割）に投入されている。 

・株式会社ＴＡＯＳ研究所（横浜市、見守りモニター等開発）とパートナー契

約を締結している。また日本法人も東京都にあり、日中の大学や病院、老人

ホームとも連携している。その内容として、スマホアプリを提供したり、今

はアメリカにも参入している。 

・ビジネスで協力関係にある団体から説明 

ア 日医恒基（北京）健康産業有限公司（北京にあるニチイ学館の子会社） 

積極的に中国で展開しており、施設を開設したり、15病院と連携し、疾 

病等を研究している。 

イ 中国老齢事業発展基金会 

中国全土を対象として、高齢者福祉サービスの発展の資する公益事業に

対し、国の資金をもとに、先進プロジェクトへ投資している。 

その事例として、病院間のオンライン化、国のセキュリティシステムと

の連携による健康管理コンテンツの整備などがある。 

(3) 主な質疑応答 

質 疑  今後の高齢化産業の需要予測はどうか。 

応 答  中国も高齢化産業の競争が激しくなってきているが、当社は新たな 

パートナー企業（株式会社ＴＡＯＳ研究所）ができたことから、2019
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年の売上目標は３千万人民元だが、2020年の売上目標を１億人民元に

見据えている。 

質 疑  御社のような製品は政府から補助が出ると普及が進むと思うが、介 

護保険制度がない現状をどのように考えているか。 

応 答  中国にも80歳以上を対象に介護保険や国による独居高齢者向けの 

扶助はあるが、中国には既に２億4,900万人の高齢者がおり、毎年

1,000万人増加している。 

  

  

(4) 調査結果 

北京博実聯創科技有限公司は、日本留学、日本企業勤務経験者が立ち上げた企

業で、高齢者の見守りシステム等に利用される、心拍数で睡眠状況を図るセンサ

ー（ＩｏＴ）や睡眠時データのクラウド化によるアラームシステムなどの開発を

行っている。11の特許技術、29のソフトウェア著作権を所有している。 

本県では、ヘルスケア・ニューフロンティアの分野においてもＩＣＴを積極的

に活用し、県民の健康増進を進めていることから、このパーク内における先進的

企業の取り組みを調査することにより、今後の委員会審査の参考に資する。 
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６ 上海市(経済情報化委員会) 

(1) 調査目的 

上海市は、ＡＩやビックデータ、クラウドコンピューティング等を活用したス

マートシティの構築や公共サービスの一体化を、世界的に有名な中国大手ＩＴ企

業と連携して進めている。 

本県でも、ＡＩやビックデータ等を活用し、行政サービスの効率化など県民サ

ービス向上のため、スーパーシティの構築を目指しており、上海市の取り組みを

調査し、今後の委員会審査の参考に資する。 

(2) 主な説明事項 

・上海市のスマートシティの取り組みは、2011年から３年ごとに三つのフェイズ

に分けて管理、計画を進めており、ことしは最終フェイズの３年目となってい

る。ＡＩやビッグデータを利用したスマート化の取り組みを各部門で進めてお

り、ごみの分別管理や路線バスの運行情報提供、混雑する病院のネット予約、

診療記録の病院間連携など、さまざまな分野でスマート化を進めている。 

・資源はできるだけ集約することにより、病院予約も簡約化を推進している。 

・遠隔医療を充実し、手術も実施している。また、ＡＩを通じてがんなども発見

ができ、成果として人間より精度が高い。ただし、まだ実施実験期である。日

本はＳｏｃｉｅｔｙ5.0を推進しているが、中国も基本的には同じである。 

(3) 主な質疑応答 

質 疑  上海市内の電子マネーの普及率はどうか。 

応 答  統計データはないが、現金はかなり使わなくなってきている。例え

ば、200人民元持っていれば３カ月は使わないで財布の中に残ってい

る感覚である。電子マネーの普及推進は民間企業（アリペイやウィー

チャットペイの運営会社）が行っており、政府は管理する立場である。 

質 疑  電子マネーはどれくらいの期間で今ほどに普及したのか。 

応 答  はっきりは言えないが、日本のように現金やクレジットカードの信 

用が高く、普及が進んでいる地域とは状況が違うと思われる。中国で

は、クレジットカードが余り評価されず、そのかわり政府が電子マネ

ー（スマホ決済等）に関する汎用のシステム(アプリ)や設備機器を承

認し、専用機器の購入が不要だったので、勝手に普及が進んでいった。 

質 疑  システム障害が起きれば、電子マネーで決済できなくなる可能性が 

ある。また、北京のコンビニで、現金で支払ったところ、お店にお釣

りが足りなかった。電子マネーが使えない場合、このようなトラブル

も想定されるがどう考えているか。 

  応 答  直接の回答にならないが、システム的にはＩＴ会社に責任がある。 

行政で心配している部分は、例えば、路面工事でケーブルを切ったと 

か、いわゆるハード面での障害である。また、障害については事前の

備えが大切と考えており、各政府の所管部署とのデータの共有や意思
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疎通が大事な部分だと考えている。 

質 疑  キャッシュレスに関するトラブル事例はあるか。 

応 答  にせのＱＲコードを使った電子マネーの盗難などは事例があるが、 

軽微なレベルのものであり、市内に普及している監視カメラなどが抑

止力として働いていると思われる。実際に政府レベルでキャッシュレ

スの金融を管理することは難しいと考えており、2018年にアリババか

らキャッシュレスシティ構想という現金を使わないスマートシティ

構想の提案があったが、中国政府銀行から反対（理由：中国には雄区

民が現金を使用する権利が認められている法律があるため、全てのキ

ャッシュレスとなる形態にすることは早い）が出て実現しなかった。 

  質 疑    上海が現在2,400万人いるとのことだが、これだけ多いと階級も当 

          然あると思う。富裕層がいる一方で、日本だと生活保護受給者もいる。 

電子マネーはスマホを持っていることが前提だが、れらの人の支援に 

向けてはどのような対策があるのか、低所得者層も持てる環境にある 

のか、その上に成り立っているのか。 

  応 答    実際のところ、今、上海ではスマホを持っていない人は少ない。政 

      府で心配しているのは、身体障害者などの話せない方など、どのよう 

      にサービス提供するか、また高齢者がスマホをスムーズに使えるよう 

          になるにはどうするかを心配していて、上海には障害者連合会があり、 

      行政はここと緊密に連携し、さらにアリペイなどといった通信会社と 

も一緒に、高齢者・障害者向けバリアフリーのスマホのシステムを開

発している。 

  質 疑  上海市は世界でも有数の都市であり、社会インフラの電子化を進め 

          る中で、サイバーセキュリティの狙われやすい環境になると思うが、 

      セキュリティ対策はどのようになっているのか。 

応 答  上海では、行政（ネット所管部署）と企業（ネット安全協会等）で 

の緊密な連携を通し、セキュリティ対策に取り組んでいる。 

       また、中国は非現金化を進めている。見た目はキャッシュレス化だ 

      が、後方（ハード面等のシステム部分）は国や地方政府が管理して 

      いて日本とは少し状況が異なる。 

  質 疑   医療系のシステム化について、病院が連携して情報を見られると 

      のことだが、スマートフォンで誰でも見られるのか。 

  応 答   医療情報の共用は、全ての方に公開したわけではなく、上海のＡ

ランクにある38病院の間で医療情報が共有される。また、医師だけ

が見ることができ、外部に見られる心配はない。 

  質 疑   見られる情報は現在かかっている病気だけか、それとも過去にか 

かった病気もデータベース化されていて見られるのか。 

応 答     過去からさかのぼり、ほぼ全部見られる。診療の時、医師は、そ
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の人の過去から今まで全ての情報を把握して診察する。 

  質 疑  それだと、新生児は生まれてからデータが蓄積されていくのか。       

  応 答  そのとおりである。 

  質 疑  そうすると三、四十年後は膨大な情報量となり、いい研究材料にな 

      ると考えられるがいかがか。 

  応 答  研究資源としてとてもいいと考えているが、もちろんプライバシー 

の確保は必要と考えている。 

  質 疑  そこに成長のスピードや、家族の世帯収入などを組み込んで関連さ 

      せると、さらによい研究ができるのではないか。また、現在連携して 

いる38病院以外に通院したら、データはないのか。 

応 答    確かにいい研究になるが、それは将来に向けての方向性で、今はＡ 

級の38病院内のみでネットワークが構築されている。 

  

 

(4) 調査結果 

上海市は、ＡＩやビックデータ、クラウドコンピューティング等を活用したス

マートシティの構築や公共サービスの一体化を、世界的に有名な中国大手ＩＴ企

業と連携して進めている。 

本県でも、ＡＩやビックデータ等を活用し、行政サービスの効率化など県民サ

ービス向上のため、スーパーシティの構築を目指しており、上海市の取り組みを

調査し、今後の委員会審査の参考に資することができた。 
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７ 上海環球金融中心（森大厦(上海)有限公司） 

(1) 調査目的 

 上海市の浦東新区は、この二十数年で最も発展を遂げた地域であり、そのもと

となる開発プロジェクトは、総合的企画として四つの重点開発区を設定され、そ

の結果、世界のグローバル企業の誘致などに成功してきたが、上海環球金融中心

はその中心的存在として、地域の活性化にも大きな貢献をしている。 

本県でも、経済のエンジンを回すため、かながわグランドデザイン第３期実施

計画を策定し、殿町地区等京浜地域の活性化等を推進していることから、この地

域の発展経緯等を調査することにより、今後の委員会審査の参考に資する。 

(2) 主な説明事項  

  ア 概要 

   ・森ビルの中国進出の歴史は1996年に大連に森ビル（大連森茂ビル）を建設し 

     たのが始まりで、その後、1998年に上海森茂国際ビルを浦東新区に建設した。    

    今回訪問した上海環球金融中心は、浦東新区の都市開発の一環として2008年 

に建設された。 

・浦東新区の開発は、1990年に上海市が世界に向けてコンペ形式で提案を募集 

し、現在の開発が進められたものである。当社が東京都で行ってきた街づく 

り、都市開発が上海でも評価され、浦東地区の複合都市開発にかかわるよう 

になった。 

  イ 開発方針と上海市への協力（資料展示コーナーでの説明） 

・森大厦(上海)有限公司（森ビル）の開発方針として、ただビルを建てる、ま

た商業ベースのみでなく、森ビルの持つオリジナルデータを提供しアドバイ

スをするといった、まちづくりへの協力・貢献を主眼において事業開発を進

めている。現在、世界都市の評価として、東京都は３位、上海市は15位だが、

上海市の2035年までの全体のグランドデザイン(ロードマップ)について、当

社が提供したデータも反映されており、どうしたら世界での上位都市になる

か、当社も市へ協力している。 

・上海市への協力の基本方針として、東京都での事業成果も活用し、都市の生

産性、機能性を上げるためにアドバイスをしている。いわゆる複合開発の提

案を強く出し、生産性の高いまちをつくることを提案した。 

すなわち、オフィスだけでなく、商業、住宅などを組み合わせるコンセプト

により、まちが効率的につくられてきたが、容積率の緩和など新たな要素で

の開発での側面が上海の都市開発で進んだ。さらに、具体的に次の事柄を上

海市へ提案し、実現してきている 

(ｱ) 土地（地下部分）の有効利用について 

   これまで中国は地下の開発意識は少なく（防空壕のイメージ）、何かあっ 

た場合のことを考え、駐車場としての利用だったが、日本の開発事例などを

紹介し、ここも地下は商業空間となっている。 
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(ｲ) 建築基準について 

中国は日本に比べ地震は少ないが、現在の中国の建築基準法は日本と同等

レベルにある（日本の法律を参考）。したがってとても厳しいし、申請はネ

ット申請が原則で、その時点で、この基準で判断される。 

上海市への提案例としてペデストリアンデッキがある。その理由は、中国

の場合は逆に街区が大き過ぎるとともに交通量も多かったため、人の動線が

できにくかったが、この整備により、人の流れがスムーズになると同時に安

全性の向上にもつながった。 

(ｳ) 上海の開発も踏まえ、日本における近年の東京都での事業展開や日本の今

後の再開発における見解について、次の事例等をもとに説明がされた。 

・六本木ヒルズ 

日本初の事例として、まち全体で開発できるような提案をした。まち全体

という捉え方により、容積のボーナスも出すことができた。これに対し、

小さな工務店だと小さなエリアしか開発せず、まちづくりが進まないとい

う弱点がある。 

・虎ノ門ヒルズ 

街区全体で一体化の開発(プロジェクト)を進めている。具体的には、2019 

年末にレジデンスとオフィス棟が完成予定で、2022年にステーションタワ 

ーが完成予定である。なお、その間の2020年に、新たな地下鉄新駅が開業 

予定である。 

・その他 

Ｇｉｎｚａ ｓｉｘの屋上庭園、表参道ヒルズの実際の地形の傾斜にあわ 

せた地上６階、地下６階構造等。 

・今後の日本の都市開発等について 

日本での事業を進める上での開発のネックとして、街区が小さいことによ 

り、行政の交渉も難しいことなどの課題がある。ただ、安全・安心を考え 

るに当たり、都市機能を充実させないとこれからは進まず、そして、この 

ような部分を国が考えていかないと、これからは世界の都市に負けてしま 

う。 

ウ プレゼンテーションギャラリー(上海都市部の模型(1,000分の１))での説明  

・上海市街地は19世紀後半から開発が始まった。当時は日本租界地だけでなく 

 イギリス、フランスのエリアなどがあり、現在もイギリスやフランスの建築 

物の一部が残り、エリアごとに特色が残っているが、日本の建物は木造だっ    

たため残っていない。 

・浦東地区の開発予定地は地盤が悪く、５メートル掘ると水が出てくるような 

な状況だった。さらに、1988年の天安門事件で世界から批判を浴び、投資も 

とまり、このままでは開発が進まないと考え、国家プロジェクトとして、世 

界に通用するまちづくりを掲げ、まちづくりのグランドデザインを策定し、 
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1990年全世界にむけコンペを実施した。森ビルの提案を受け入れられるとと 

もに、日本の金融機関や著名な建築家なども参画した。 

・中国の場合、企業と大学の関係が近く、生徒の行き来が多い(自由に交流）。 

そのためか、学生の７割に起業志向があるように、組織で生きるよりトップ

でやりたい意識が強い。その後方支援として、国も創業と創新という観点で、

イノベーションやベンチャーへ積極的に財政支援をしたり、最近はクラウド

ファンディングでも資金がすぐ集まる傾向にある。結論として、中国は体質

的に新しいものを育てようという意識が強く、このあたりは日本と違うとこ

ろであり、日本がおくれているところである。 

エ 展望台での説明 

   ペデストリアンデッキ等の施設を、上部から見ながら補足説明を受けた。 

(3) 主な質疑応答 

質 疑  日本では、起業などの場合、失敗など悪い方向に考えがちだが、中 

国での教育意識はどうか。 

応 答  中国の教育スタイルの根本は、子供に自身を持たせる教育である。

理由は人口が多く競争が激しいことが根底にあるが、それにより、悪

い(劣る)部分の克服より、よいところをまず伸ばすことを主眼として

おり、そのようなことが起業志向の高さ等に影響しているのではない

かと思う。すなわち、根本の発想が異なり、まず成功を考えさせ、反

省しなさいより、自分の力を伸ばすことに主眼が置かれている。 

(※ 上記以外の質疑は、施設見学中に随時行われた。) 

  

  

(4) 調査結果 

上海市の浦東新区は、この二十数年で最も発展を遂げた地域であり、そのもと

となる開発プロジェクトは、総合的企画として四つの重点開発区が設定されてお

り、その結果、世界のグローバル企業の誘致などに成功してきた。上海環球金融

中心はその中心的存在として、地域開発や活性化に大きな貢献をしている。 
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本県でも、経済のエンジンを回すためかながわグランドデザイン第３期実施計

画を策定し、殿町地区等京浜地域の活性化等を推進していることから、この地域

の発展経緯等を調査することにより、今後の委員会審査の参考に資することがで

きた。 
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８ 在上海日本国総領事館 

(1) 調査目的 

在上海日本国総領事館では、日中関係の友好交流の動向や今後の展望、上海市

やその周辺における日本企業の事業展開性などの情報を把握・提供している。 

本県でも、中華人民共和国における日本企業の進出促進の支援や日中友好関係

の動向など総合的支援を実施していることから、在上海日本国総領事館の持つ情

報等を調査することにより、今後の県の各施策の推進に係る委員会審査の参考に

資する。 

(2) 主な説明事項 

上海市は日中経済関係における最重要都市であり、在留邦人数（４万1,000人）、 

日系企業数（１万1,000社）とともに中国の他都市を大きく上回っている（参考： 

大連の在留邦人数：約5,000人、日系企業数：1,550社）。昨年度も第１回中国国 

際輸入博覧会が上海で開催されるなど、経済の中心地として注目されるほか、こ 

とし１月には全国に先駆けて、上海市生活ごみ管理条例が成立し、７月からはご 

みの分類回収が始まった。上海は中国の発信基地という認識である。 

・日中関係の改善が進む中、2019年は日中青少年交流推進年、2020年は東京オリ 

ンピック・パラリンピック、2022年は日中国交正常化50周年及び北京冬季オリ 

ンピックの開催など、周年事業が続く。長期的に安定した日中関係の構築が期

待される。 

・ことしは日中青少年交流推進年であり、総領事館として、上海市政府が進める

上海（華東地域を含む）への日本の学生の修学旅行誘致活動を支援している。 

・近年の日中関係として、2012年の大規模な反日デモの時は、在留邦人が６万人

から４万2,000人に減ったが、その後は回復しており、最新のデータでは、中

国におけるビザ発給の42％は日本である。また、領事館管轄の日本との航空便

数は、今夏のダイヤは毎週613便で、日中全体の49％を占める。さらに、上海

市における日本料理店の数は世界一で、上海人の日本への意識も好意的である。 

・中国国際輸入博覧会の特色として、世界初の試みとして自国の参加もあるが、

他国の企業等に積極的に参加してもらい、開放された市場であること（輸出一

辺倒ではないこと）をアピールしている。 

・ごみの分別を上海市で初めて実施し、分別を間違えると罰則の規定がある。 

・上海は中国の中でも特殊都市で、領事館としてこの強みを事業にどう生かして

いくかが課題である。2019年を青年交流促進年としているが、日本から中国へ

の修学旅行先としてなかなか選定されない傾向がある。上海は安全な都市なの

で、神奈川県も修学旅行誘致に協力してほしい。 

(3) 主な質疑応答 

質 疑  これまでゴミの分類は、どのように行っていたのか。 

応 答  以前はリサイクル可・不可の二つに分ける大ざっぱな分類だった。

上海は中国の発信基地であり、ここから他の地域のごみ問題のことを 
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考える機運が生まれている。 

質 疑  修学旅行の誘致について、日本の学生を中国に呼び込む狙いは何か。

また、ＰＲの現状はどうか。 

応 答  若い世代に中国を知ってもらうことで、将来的な中国に対する意識 

改善につなげたいと思うが、現状を見るとＰＲはうまくいっていない 

ように思う。 

質 疑  本県の友好提携都市である遼寧省は、上海からはどう見えるか。 

応 答  上海地域とは比較にならない程度の存在感だが、遼寧省など東北地 

域はまだ発展途上、伸びしろはある。また、上海はその関係では飽和 

状態に近い。 

質 疑  中国のビッグデータ利用は個人の信用スコア化につながり、プライ 

バシーと表裏一体に感じるが、どう思うか。 

応 答  中国人は生まれた時から固有番号を持っているため、日本人と感覚 

が違う。例えば、アリババで買ったものも管理されているように、中 

国人は監視されていることに抵抗感がないのではないかと思う。 

一方、日本はアナログから発展してきたことで、マイナンバーに抵

抗があると思う。そして、日本から中国を見ると、何事もチャレンジ

する風土、実験の場のようで、失敗しながら進む、他国のいいところ

だけを採用するといった感じで、社会主義下だが、逆に規制なく極め

て自由に動いている。 

質 疑  豚コレラは中国でも出ているが影響はどうか。 

応 答  人体に影響がないので余り話題にはなっていないが、経済的には多 

少影響がある。 

質 疑  留学生の状況はどうか。 

応 答  人数としては、人口比もあるが、中国から日本に行く数が圧倒的に

多い。ただ、日本人が留学終了後、中国に残り就職する方はふえてお

り、関心度は高い。なお、日中における大学間交流プログラムはいろ

いろあり、つながりは多い。 

質 疑  日本の学生招聘の戦略はどうか。 

応 答  日本人の年配者は、過去の歴史からマイナスイメージを抱いている

方も多いが、若い方には何かしら中国に接していただき、対中国意識

をよいものにしてもらおうと努力している。ただ、まだ公立校の中国

への修学旅行はほとんどない。 

質 疑  中国から見た、東京2020オリンピック・パラリンピックはどうか。 

応 答  2022年に北京で冬季オリンピックがあるので、お互い協力、交流す 

る気運が高まっている。 

質 疑  現在のサッカー交流はどのような状況か。 

応 答  現在、中国のサッカー界はバブル化していて、以前のような交流は 
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減ってしまっている。 

質 疑  中国におけるＳＤＧｓの取組状況はどうか。 

応 答  中国の環境問題をビジネスチャンスとして捉えている企業が多い。 

2030年の日米欧が絡みづらい部分（例えば、ＥＶは90％が中国）を中 

国が支援している。 

 

 

(4) 調査結果 

在上海日本国総領事館では、日中関係の友好交流の動向や今後の展望、上海市

やその周辺における日本企業の事業展開性などの情報を把握・提供している。 

本県でも、中華人民共和国における日本企業の進出促進の支援や日中友好関係

の動向など総合的支援を実施していることから、在上海日本国総領事館の持つ情

報等を調査することにより、今後の県の各施策の推進に係る委員会審査の参考に

資することができた。 
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